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日立グループの総合環境

事業

日立グループは,グループ

の総合力を結集し,種々の環

境問題に対して総合的な解決

を図っていく｡

21世紀に向けて,環境意識の高まりとともに､法律や社会制度の整備による環境問題への対応が進んでいる｡2000年5月に

は｢循環型社会形成推進基本法+をはじめ,リサイクル関連の6法案が成立し,循環型社会の構築に向けた動きが加速している｡

日立グループは,社会に向けた環境保全システムを提供するとともに,グループカを結集した総合環境事業｢エコ2000+活動

を推進している｡その中で｢ベストミックス･トータルソリューション+の提案を行い,廃棄物やエネルギーなどの分野で,地

域振興やサービスなども踏まえた環境事業を具体化している｡また,環境経営会議の設立により,グループ全体の環境活動を

促進し,｢GREEN21+活動の推進などによって環境経営の拡大展開を図り､環境に配慮した製品づくり,環境に配慮した生産活

動の取組みを強化している｡このような,環境保全に向けたさまざまな活動を通じて社会の信頼を得るとともに,その信頼に

迅速にこたえることが日立グループの使命と考えている｡グループの総合力を発揮することで,今後さらに循環型社会の構築

に貢献していく考えである｡

はじめに

企業活動を環境保全と調和させながら社会経済の持続

的発展を図ることは,｢環境の世紀+と言われる21世紀を

目前にしてますます重要となってきている｡

日立グループは,約30年にわたり一貫して,(1)社会

に向けた環境保全システムの提供(以下,｢環境事業+と

言う｡),(2)環境に配慮した製品づくり,(3)環境に配

慮した生産活動などにより,環境問題の解決に取り組ん

でいる1'｡環境事業では,大気や水,廃棄物,エネルギー,

環境サービスなどの幅広い分野で,グループ各社が連携

して環境保全製品･システムの開発･事業化を進めてお

i),近年でほ,処理･サービスなどの事業運営や地域振

興も含めた｢総合環境事業+を推進している｡

また,環境保全活動もグループをあげて推進している｡

環境マネジメントシステム(ISO14001)の導入･運用をは

じめ,製品再資源化,温暖化防Lヒ,産業廃棄物削減,

化学物質総合管理などへの取組みの強化を図ることによ

り,製品の生涯環境負荷の最小化を目指している｡ま

た,日立グループの環境活動｢GREEN21+活動などを通
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じて,環境経営を推進している｡

ここでは,日立グループの総合環境事業と環境保全へ

の取組みの概要を,代表事例とともに述べる｡

環境問題の現状

近年,大気･水･土壌･廃棄物･エネルギー･環境管

群などの各分野で法制度の制定や改止が行われ,規制が

強化されている｡また,環境保全への意識の高まりとと

もに,社会制度の整備などによる環境問題への対応が進

展している｡

廃棄物リサイクル関連では,2000年4月には｢容器包装

リサイクル法+(｢容器包装に係わる分別収集及び再商品

化の促進等に関する法律+)が完全施行され,2001年4月

には｢家電リサイクル法+(｢特定家庭川機器仲南占占化法+)

が施行される｡これらをはじめ,｢建設資材リサイクル

法+(｢建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律+)

や,｢食品リサイクル法+(｢食品循環資源の再生利用等の

促進に関する法律+)も2000年5月に制定された｡今後,

リサイクル対象品日はさらに拡大される見通しであり,

事業者や排出者の責任も強化されつつある｡

また,有害物質の管理･適止処理に関しては,1999年

の｢ダイオキシン類対策特別柿置法+制定や,｢PRTR法+

(｢特定化学物質の環境への排出呆の把握等及び管理の改

善の促進に関する法律+)制定をはじめ,排出規制対象物

の拡人と規制値の強化がさらに進んでいる｡さらに,ご

み処理の広域化や,PFI(Private FinanceInit′iative)方

式による事業化も検討されるなど,社会制度の変化も進

んでいる｡一方,ガス化溶融炉などの新規技術の実用化

とともに,廃棄物処理は人きく変わっていくことが予想

される｡

エネルギー分野では,1997年の地球温暖化防止京都会

議(気候変動枠組み条約第3回締約国会議,COP3)でわ

が匹=ま,2010年を目安に,温室効果ガスを1990年レベル

に対▲して6%削減することが採択された｡この結果を踏

まえて1999年には｢省エネルギー法+が改正され,対象と

なる製品･工場の拡大と,いっそうの省エネルギーが求

められるようになった｡今後,京都議定書の批准や,排

Jll権取り引きに関する国際的枠組み作りなどを踏まえ

て,対応が進むものと考えられる｡

このように,環境保全関連の諸法規が整備され,各分

野での対応が進んでおり,これら法規の体系化も進みつ

つある｡2000年には廃棄物全般にかかわる枠組み的な法

律である｢循環型社会形成推進基本法+が制定され,循環

型社会の姿を明確に提示し,循環資源の定義づけ,政府に

よる基本計画策走,役割分担の明確化などが示された｡

今後,環境保全への取組みは,凶際的な枠組みの小

で,経済の持続的発展を考慮しつつ,包括的･継続的に

強化されていくものと考える｡

日立グループの総合環境事業への取組み

3.1 ベストミックス･トータルソリューション

最近の環境問題は,限定された地域や特定の分野だけ

で解決するには国雄な場合が多く,総合的な対応が必要

となっている｡また,前述のように国内法規もしだいに

整備され,環境保全への意識が高まりつつある｡

このような現状を踏まえ,日立グループは,環境関連

のグループ各社が連携して,1996年から総合環境事業

｢ェコ2000+活動を推進している｡日立グループ各社の環

境保全製品･事業は,環境関連分野をほとんど網羅して

いる(表1参月弔)〔)これらを連携,システム化することに

より,環境問題に対する最適なソリューションを提供す

ることを目指している｡

総合環境事業の基本概念として,日立グループは,

｢ベストミックス･トータルソリューション+を提案して

いる｡グループの総合力･システム構築力を最大限に生

かして,幅広い視点から環境問題の解決に当たることを

目的としており,次の五つの視点から,根本的･給合的

な解決策を提示する｡

(1)根本的な原凶究明

(2)地域や生活への影響の考慮

(3)負荷の経済惟考慮

(4)内外の先進技術の活用

(5)複介技術の投人

これは,環境保全製占占の導入に加え,例えば事業道営

の組織作りや,廃棄物の運搬･収集サービスなども含め

て事業を行っていく考え方である｡生活･産業･福祉･

教育など種々の分野で,環境保全を中心に,地域活性化

などの総合的ニーズの解決を踏まえてソリューション提

案･事業化を進めている｡

3.2 総合環境事業への取り組み

日立グループは,前述の基本概念に基づいた廃棄物処

理や省エネルギー,水環境総合保全などの総合環境事業

を推進しており,その成果は,環境共生型地域活性化や

環境サービス事業への取組みなどに結実しつつある｡

例えば,廃棄物分野での総合環境事業の事例として,

北海道歌志内市での廃棄物発電事業があげらゴ1る｡その
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表1日立グループの環境保全製品

日立グループの環境保全技術･事業は,ほとんどの環境関連分野を網羅している｡

＼ 廃棄物 エネルギー 大 気 水 環境サービス

リサイクル 高効率利用 排ガス処理 排水処理 環境コンサルティング

●廃工業製品 ●リサイクル発電 ●排煙脱硫 ●下水･産業排水処理 環境管理支援

●廃プラスチック選別･ ●燃料電池 ●排煙脱硝 ●中水･雨水再利用 ●lS014000管理支援

再資源化･油化 ●コージェネレーション ●集じん ●各種高度水処理 ●化学物質総合管理支援

●RDF ●地域冷暖房 ●脱臭 汚泥処理 環境サービス事業

●コンポスト(たい肥)化 廃棄物エネルギー利用 ダイオキシン対策 ●焼却･コンポスト化 ●言十測･分析
主
要
製

●炭化 ●RDF発電 ●分解触媒 土壌･地下水 ●分析
適正処手堅 ●廃プラスチック油化 ●言十測･制御 ●計測 ●監視

lコ

ロロ ●ガス化溶融炉 発電 フロン･PFC分解 ●浄化システム ●運搬

事 ●各種焼却炉
自然･未利用エネルギー C02固定化 水圏浄化 ●処‡里･リサイクル

業 ●灰溶融炉 活用 支援システム 支援システム 設備の運転･保守･管理

廃棄物情報管理 ●太陽光発電 ●分析･計測システム ●水質監視 設備リース

●マニフェスト(管理票) ●風力発電 ●監視システム ●浄化シミュレーション

エコ製品･材料

●エコプロダクション

●未利用熟活用

リ…ンバーン(希薄燃焼)

自動車

電気自動車

●シミュレーション ●情報システム

注:略語説明 RDF(RefuseDerivedFuel),PFC(Perfluorocompounds)
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図1環境共生型まちづくりの概要

リサイクル発電で得られたエネルギーを周辺の新規事業に供給

し,地域振興の核とする｡

計画の概要を図1に示す｡

このプロジェクトの中心は,産業廃棄物を原料とする

リサイクル発電事業である｡廃棄物を適正処理するだけ

でなく,得られたエネルギーを,周辺に誘致した新規事

業に供給して地域振興の核とする,官民協ノJの｢環境共

生噌まちづくりプロジェクト+である｡1999年7月に歌志

内市と日立グループがリサイクル事業の事業主体｢株式

会社エコバレー歌志内+を設立し,2002年の開業を目指

している｡

また,エネルギー分野では,省エネルギーに関するサー

ビス事業`■ESCO(Energy Service Company)”を開始し

た｡これは,設備改修による省エネルギー景を保証し,

エネルギー削減量から投資をl二白川文する新たな事業形態で

あるコJ｡省エネルギーを達成し,かつ光熱費も低減でき

る手法を具体的に提案し,資金調達の援助も行ってい

る｡また,設備導入後も省エネルギー効果を検討し,継

続的にサービスを行っていく｡

さらに,水環境保全分野でも,日立グループがこれま

でに培ったプロセスノウハウや各種システム,シミュ

レーション技術などにより,総合事業の発展に寄与して

いる=うー｡

日謀グループは,これらの事例を端緒として,今後さ

らに総合環境事業を展開していく計画である｡

3.3 環境保全技術開発への取組み

｢ベストミックス･トータルソリューション+の考え方

に基づいて,日立グループは,製品･システムの開発で

もグループの総合力･システム構築力を最大限に生かし

て,先進才支術や複合技術の開発を推進している｡

例えば,廃棄物処理では,次世代炉の本命として注目

されている｢ガス化溶融炉+の開発をグループで連携して

推進している｡開発にあたっては,グループ外とも積極

的に技術提携や共同開発を行い,(1)キルン炉,(2)流動

床炉,および(3)シャフト炉の3方式の実用化を進めてい

る｡また,ガス化溶融炉本体だけでなく,周辺技術･応

用技術も含めて総合的に開発を進めている｡例えば,煙

道のダイオキシン濃度の計測や,炉の制御技術の開発を
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進めており,幅広いソリューション提案に対応できる製

品･システムを指向している｡

また,近年の情報技術の急速な進展に呼応して,循環

型社会実現のための環境情報システムの構築･整備に対

する社会的要請が高まF)つつある｡口立グループは,_t

業製品をリサイクルするための素材･製品･設計情報を共

有するシステム構築や,PRTR法の施行を踏まえた｢化学

物質総合管理情報システム+などの環境情幸ほシステムソ

リューションを推進しており■1-,循環型社会の実現に向

けて,情報ソリューションの視点からも社会に働きかけ

ていく考▲えである｡

日立グループの環境保全への取組み

4.1環境連結経営の強化と情報開示

21世紀に向けて環境経営の拡大･展開を図るため,さ

まざまな環境活動をH末グループ全体で推進している｡

例えば,1999年度には,社長をはじめとする取締役以上

の経営者層と,各事業グループ長(CEO)で構成する｢環

表2 日立グループの環境行動計画(抜粋)

環境経営会議で決定された行勤計画の一部を示す｡

項 目 行 動 目 標 目 標 値

環境管理 GREEN21 グリーンポイントの21%向上

環境会計の導入 日立製作所単独(1999年度)から関

連会社への拡大(2000年度)

環境に配慮し 環境適合製品の拡大 適用率60%以上

た製品づくり (2003年度)

環境に配慮し 工場の省エネルギーのための25%削減(目標年2010

た生産活動 生産高CO2原単位削減 年度,基準年1990年度)

事業所廃棄物の最終処 10%以下に削減(目標年2010

分量の削減 年良基準年1991年度)

機軸

図2 環境報告書2000

日立グループ全体の環境への取組みを報告したものである｡

境緯常会議+を設立した｡環境経営会議は,l]二､tグルー

プ全体の環境行動計画を審議,決定する機関である｡こ

の会議で決定された環境行動計画に基づいて事業グルー

プと主要関連会社の環境捕動を活性化し,循環型社会の

構築を目指した環境パフォーマンスの向上を阿るととも

に,次期施策を展開していく(表2参照)｡

また,それらの結果を年度ごとに報告するロセグルー

プとしての｢環境報告書2000+を2000年5月に発行した5■

(図2参照)｡

さらに,環境会計については,環境設備投資額の情報

をすでに開示しているが,H立製作所は,これに加えて

1999年度からは,効果も含めた情報を開示した｡今後

は,これらの考え方をグループ各社にも展開し,環境利一

策の実効件を検証することにより,環境経営に役立てる

とともに,投賀家などへの情報提供を充実させていく考

えである｡

4.2｢GREEN21+活動

1999年度から,新たな環境活動として｢GREEN21+活

動を開始した｡この活動は,環境方針の展開度合いや環

境税別の管理状況,省エネルギー･リサイクル実施状況,

環境配慮の観点からの製品アセスメント実施状況,情報

公開･教育にわたるさまざまな環境保全活動を一定の評

価基準に基づいて点数(グリーンポイント)評価するもの

である(図3参照)｡この活動では,1998年度のグリーン

ポイントを2001年度に21%向上させる目標に向けて,継

続的かつ効果的な環境保全活動を通してH立グループ内

各カテゴリー=100点 回
100

情報公開 90

教育 80

70

0

50

40

l環境規制l

化学物質

管理

乙十/ 皿血A=

98年度平均Y

吉日

1999年度平均1

lリ

462点

サイクルl

512点

製品の

環境への配慮

省エネルギー

図3 日立グループのグリーンポイント平均点(カテゴリー別)

日立グループの1998年度と1999年度のグリーンポイントの平均

点を示す｡
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の活動レベルの是正と継続的改善を図り,環境経常に生

かしていく｡

4.3 環境に配慮した製品づくり

循環型社会の構築に向けて,｢循環型社会形成推進基

本法+をはじめ,リサイクル関連の6法案が2000年5月に

制定された｡これらにより,事業者には,三つのR

〔Reduce(排出抑制),Reuse(再利用),Recycle〕を考慮

した製品設計が求められてくる｡

口立グループは,製品の材料や製造,使用,担川又･分

解,廃棄の各段階で製品の環境への負荷ができるだけ小

さくなるように,LCA(Life Cycle Assessment)を考慮

した手法を導入することにより,特に,製造･使用段階

での省エネルギーや廃棄段階の排出抑制(Reduce)を考

えた省資源化と,製占い部品の再利別･リサイクル性の

考えを取り人れた,3Rに配慮した製品づくりに取り組ん

でいる｡そのツールとして,従来の活動をさらに強化す

るために,1999年に｢環境適合設計アセスメント指針+を

策定した｡また,基準点以_Lの製品を｢環境適合製品+と

して環境情報を提供する｢環境情報表示制度+を1999年

12月から実施している｡このような取組みは社外からも

表彰されている｡1998年度には,設計者が環境適合設計

アセスメントを効率的に行う手法を開発したことなどが

評価され,｢再資源化開発事業等表彰通商産業大臣賞+

(財団法人クリーン･ジャパン･センター主催)を受賞し

た｡1999年度には,省エネルギー変庄器｢Superアモルフ

ァス+が｢省エネ大賞省エネルギーセンター会長賞+(財団

法人省エネルギーセンター主催)を受賞した｡これは,

鉄心素材にアモルファス合金を採用し,巻線構造を改良

したことにより,全損失を約÷に低減(日立製作所従来

標準機比)したもので,高いエネルギー変換効率の実現

が評価された｡

4.4 環境に配慮した生産活動

生産活動では,法律や業界の自主行動計画などに対応

して,エネルギーの使用量や廃棄物の削減について新た

な行動目標を掲げ,各事業所での事例をグループ内に展

開させるなどの活動を推進している｡また,化学物質に

ついてはPRTR法が1999年6月に公布され,2001年度分

から化学物質の排出量などを把握,管理し,行政へ報告

を行うことが事業者に義務づけられた｡R立グループは,

これらに効率的に対応し,自主管理のいっそうの強化を

図るため,｢化学物質総合管理制度+をスタートさせた｡

1,100に及ぶ管理対象物質を選定し,グループ内の

ネットワークを通じてこれらの化学物質の情報検索や登

10

録集計ができるシステムをグループ各社に導人し,効率

的に対応する計両である｡

おわりに

ここでは,この特集の目頭にあたり,口立グループの

総合環境事業と環境保全への取組みについて概観した｡

今後,日立グループは,社会に向けた環境保全システ

ムの提供,環境に配慮した製品づくり,環境に配慮した

生産活動のそれぞれの分野で,グループの総合力を生か

した,環境経営を推進することにより,循環型社会の実

現に貢献していく考えである｡
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